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パリ協定を踏まえた国内の環境・エネルギー

政策の現状と方向性 
省エネ・低炭素対策は経済状況に応じた柔軟な政策対応とイノベーシ

ョンの創出が必要 

経済環境調査部 主任研究員 大澤秀一 

 [要約] 

 パリで開催された COP21において、「パリ協定」 が採択された。日本政府は署名および

締結に向けて必要な準備を進めている。国内においては、今春をめどに緩和に係る「地

球温暖化対策計画」の策定や、同計画の実効性を担保する「エネルギー革新戦略」等を

とりまとめ、速やかに GHGの排出削減に取組む考えである。

 日本は、2020 年に 2030 年度目標（2013 年度比 26.0％減（2005 年度比 25.4％減））よ

りも高い目標と、2℃目標に向けた「長期温室効果ガス低排出発展戦略」を提出するこ

とになる。さらに、5年ごとに新しい目標の提出が義務付けられおり、長期にわたり拘

束されることになる。

 政府は今春をめどに、緩和に係る「地球温暖化対策計画」を閣議決定し、あわせて実効

性を担保するための「エネルギー革新戦略」と、長期目標に対応する「エネルギー環境

イノベーション戦略」をとりまとめる作業に入った。エネルギー起源 CO2の排出削減に

向けた省エネ対策と低炭素エネルギー導入拡大が 2本柱となる。パリ協定の目標達成の

努力は必要だが、省エネと経済の両立には課題が多く、慎重な対応が求められる。

 パリ協定は、今後、国内の環境・エネルギー対策を実施していく上で大きな制約条件と

なるものの、同時に、日本の地球温暖化外交戦略に大きな可能性を与えるものと考える

ことができる。様々な課題はあるが、国内対策のとりまとめを伊勢志摩サミット（2016

年 5月）に間に合わせることで、国際社会を主導する動きにつながることに期待する。 

環境・社会・ガバナンス 
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1. はじめに 

2015 年 12 月、パリで開催された COP21（国連気候変動枠組条約（UNFCCC）第 21 回締約国会

議）において、2020 年以降の気候変動に関する国際枠組みとして「パリ協定」1が採択された。

日本政府は同協定を国会承認を要しない国際約束と考えており、2016 年 4 月から国連本部で始

まる署名および締結に向けて必要な準備を進めている。国内においては、今春をめどに緩和（温

室効果ガス（GHG）の排出削減）に係る「地球温暖化対策計画」の策定や、同計画の実効性を担

保する「エネルギー革新戦略」等をとりまとめ、速やかに GHGの排出削減に取組む考えである。

本稿では、パリ協定を踏まえて実施される対策・施策を整理し、今後の課題等について考える。 

2. 繰り返し提出が求められる削減目標 

2020 年までにパリ協定が正式に発効 2することを前提にすると、同協定締約国は削減目標を

2020 年から 5年ごとに同協定締約国会議（CMA）に提出することが義務付けられる。削減目標は

各国が自主的に決定できるが、事前に情報提供される世界全体の GHG 削減状況（グローバル・

ストックテイク）を考慮した上で、従前よりも高い目標を誓約（プレッジ）し、各国の検証（レ

ビュー）を受けるプロセスを経て提出することになる。なお、削減のための国内措置を講じる

ことは義務付けられるが、削減目標そのものを達成する義務はない。 

UNFCCC が公表した直近のグローバル・ストックテイク（2015 年 10 月 1 日までに提出された

147 か国の削減目標が対象）3によれば、現行の地球温暖化対策で想定される 2030年時点の世界

の GHG 排出量は約 570億 t-CO2（二酸化炭素換算トン）と推定されている。しかし、パリ協定で

決定された長期目標である 2℃目標 4と整合的な排出量見通しに戻すには、追加的に約 151 億

t-CO2を削減する必要があると指摘されている。 

今後、各国は追加的な削減のために、野心的で公平な削減目標を 5 年ごとにプレッジし、対

策を措置することが求められる。各国の削減目標の野心度や公平性を比較する指標としては、

基準年からの削減率や GDP あたり排出量、CO2限界削減費用、一人あたり排出量等が検討 5され

ており、今後、CMAのために特別に組織される作業部会等の場で議論されることになる。 

日本の場合、2020年に「日本の約束草案」6（2015年 7月に UNFCCCに提出済み）に記した 2030

年度目標（2013 年度比 26.0％減（2005 年度比 25.4％減））よりも高い目標と、2℃目標に向け

                                 
1 UNFCCC, “Adoption of the Paris Agreement. Proposal by the President.” 12 December 2015。パリ協定

の日本政府公定訳文は 2016年 2月 12日現在で見当たらないが、外務省は「パリ協定の概要（仮訳）」（平成 27

年 12月 28日）を公表している。 
2 「世界総排出量の 55％以上の排出量を占める 55カ国以上の締約国がこの協定を締結した日の後 30日目の日

に効力を生じる」パリ協定の概要、外務省仮訳 
3 UNFCCC, “Synthesis report on the aggregate effect of INDCs” 30 October 2015. 
4 「世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃より十分低く保つこと」パリ協定の概要、外務省仮訳 
5 秋元圭吾「我が国および世界各国の約束草案の排出削減努力の評価」、公益財団法人地球環境産業技術研究機

構「革新的環境技術シンポジウム 2015」講演資料、2015年 12月 18日。明日香壽川「日本政府約束草案の公平

性・野心度に対する複数の評価に関して」、東アジアにおける大気環境管理スキームの構築研究ユニット 

Working paper 2015-3, 東北大学, 2015年 11月 25日、など。 
6 地球温暖化対策推進本部「日本の約束草案」平成 27年 7月 17日 

http://unfccc.int/documentation/documents/advanced_search/items/6911.php?priref=600008831
http://www.mofa.go.jp/mofaj/ic/ch/page23_001436.html
http://unfccc.int/focus/indc_portal/items/9240.php
http://www.rite.or.jp/news/events/pdf/akimoto-ppt-kakushin2015.pdf
http://www.cneas.tohoku.ac.jp/labs/china/asuka/_src/sc433/8cf695bd90ab201583y815b83p815bver21.pdf
http://www.cneas.tohoku.ac.jp/labs/china/asuka/_src/sc433/8cf695bd90ab201583y815b83p815bver21.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/ondanka/kaisai/dai30/yakusoku_souan.pdf
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た「長期の温室効果ガス低排出発展戦略」をそれぞれ CMAに提出することになる。さらに、2025

年には新しい 2035 年度目標を提出、2030 年には新しい 2040 年度目標を提出することになると

考えられる（図表１）。パリ協定には有効期限の規定が置かれていないため、脱退 7でもしない

限り、長期にわたりこの提出プロセスに拘束されることになる。 

図表１ パリ協定で決定したプレッジ＆レビューのスケジュール 

 
（出所）UNFCCC資料から大和総研作成 

3. 2030 年度目標達成に向けた「地球温暖化対策計画」 

日本政府はパリ協定を国内対策に反映させるため、緩和に係る「地球温暖化対策計画」の策

定に入った。現在、関係大臣の諮問機関を中心に同計画の骨子案 8が検討されており、今後、地

球温暖化対策推進本部（本部長：内閣総理大臣）が計画案を策定し、今春をめどに閣議決定さ

れる見込みである。 

同計画の目的は日本の約束草案でプレッジした 2030年度目標を達成することであり、計画期

間は閣議決定日から 2030年度までとなる。削減目標は、7 種類の GHG（CO2、メタン、一酸化二

窒素、HFC 等 4ガス）9に分割され、排出量 10の約 89％を占めるエネルギー起源 CO2（熱や電力を

得るために燃焼される燃料から排出される CO2）については、産業部門、業務その他部門、家庭

部門、運輸部門、エネルギー転換部門にそれぞれ配分される。 

GHG 吸収源については、京都議定書の水準 11よりも若干低いが、それでも 2.6％減に相当する

除去量が計画されている。二国間クレジット（JCM）12については、パリ協定で目標達成に活用

                                 
7 発効日から 3年を経過すれば、いつでも書面で脱退を通知すれば脱退できる（パリ協定 28条 1項）。 
8 経済産業省産業構造審議会産業技術環境分科会地球環境小委員会、環境省中央環境審議会地球環境部会合同会

合（第 44回）‐配布資料、「資料 3 地球温暖化対策計画（骨子案）」平成 27年 12月 22日 
9 HFCs（ハイドロフルオロカーボン類）、PFCs（パーフルオロカーボン類）、SF6（六フッ化硫黄）、NF3（三フッ化

窒素） 
10 “総排出量”の定義は排出源からの排出量、“排出量”は総排出量から吸収源除去量を差し引いた排出量。 
11 京都議定書（第一約束期間）では上限の 48百万 t-CO2／年（基準年比 3.8％）の吸収量を計上した。2030年

度目標の水準低下は森林の高齢級化による吸収量の低下等が要因である。 
12 日本国と途上国が共同で GHG排出削減（吸収）事業を途上国において実施し、実現した削減量（除去量）の

 

年月 予定されているイベント 内容

2016年4月 UNFCCC締約国「パリ協定」署名式 国連本部

11月 COP22「実施に関する促進的対話」実施 2020年までの世界全体の進捗評価

2018年 CMA「緩和に関する全体努力の促進的対話」実施 世界全体の進捗評価

2020年 UNFCCC「パリ協定」発効

パリ協定締約国「従前より高い削減目標」提出 日本は2030年度目標より高い削減目標提出

パリ協定締約国「長期の温室効果ガス低排出発展戦略」提出 2050年以降の見通しを提出

2023年 CMA「グローバル・ストックテイク」実施 世界全体の進捗評価

2025年 パリ協定締約国「従前より高い削減目標」提出 日本は新しい2035年度目標提出

2028年 CMA「グローバル・ストックテイク」実施 世界全体の進捗評価

2030年 パリ協定締約国「従前より高い削減目標」提出 日本は新しい2040年度目標提出
UNFCCC(United Nations Framework Convention on Climate Change)：気候変動枠組条約
COP(Conference of the Parties to the UNFCCC)：気候変動枠組条約締約国会議
CMA(Conference of the Parties serving as the meeting of the Parties to the Paris Agreement):パリ協定締約国会議

http://www.meti.go.jp/committee/summary/0004000/pdf/044_03_00.pdf
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することが認められることにはなった 13が、計画時点で経済負担を確約させることは好ましく

ないとの判断から、削減量の積み上げの基礎とはせず、国際貢献とする方針を維持するものと

思われる（図表２）。 

図表２ 日本の 2030年度目標 

 
（出所）地球温暖化対策推進本部「日本の約束草案」平成 27年 7月 17日から大和総研作成 

地球温暖化の対策・施策については、明確で透明性のある計画とするため、7ガス別、部門別

に具体的な内容が明記され、大宗を占めるエネルギー起源 CO2を削減対象にした省エネ対策と低

炭素エネルギー（再エネと原子力）投資が二本柱となる。徹底した省エネ、火力発電の高効率

化、再生可能エネルギーの最大限の導入、安全性が確認された原子力発電の活用等が網羅的に

リストアップされることになる。実施にはエネルギー政策の裏付けが必要となるため、同時並

行で策定が進んでいる「エネルギー革新戦略」の内容が反映されることになる。 

計画全体の進捗管理については、少なくとも 3 年ごとに GHG 排出及び吸収の状況と施策につ

いて検討が加えられ、必要に応じて計画の見直しと閣議決定が行われることになる。また、パ

リ協定に対応するため、5 年ごとに削減目標の見直しと引き上げが図られることになる。 

  

                                                                                                   

日本国の貢献分を日本国の削減目標の達成に活用することができる制度。詳しくは、環境省委託事業「新メカ

ニズム情報プラットフォーム」を参照。 
13 「国際的に移転される緩和の成果の活用は、自主的かつ参加締約国の承認による」パリ協定の概要、外務省

仮訳 

2030年度（目安）
2013年度
総排出量比

2005年度
総排出量比

1,042 ▲26.0% ▲25.4% 1,347
GHG総排出量 1,079 ▲23.3% ▲22.7% 1,408 1,397

CO2 998 ▲22.2% ▲21.9% 1,311 1,304
エネルギー起源CO2 927 ▲21.9% ▲20.9% 1,235 1,219

産業部門 401 ▲2.0% ▲4.0% 429 457
業務その他部門 168 ▲7.9% ▲5.1% 279 239
家庭部門 122 ▲5.6% ▲4.2% 201 180
運輸部門 163 ▲4.4% ▲5.5% 225 240
エネルギー転換部門 73 ▲2.0% ▲2.2% 101 104

非エネルギー起源CO2 70.8 ▲0.4% ▲1.0% 75.9 85.4
メタン（CH4） 31.6 ▲0.3% ▲0.5% 36.0 39.0
一酸化二窒素（N2O) 21.1 ▲0.1% ▲0.3% 22.5 25.5
HFC等４ガス 28.9 ▲0.7% 0.1% 38.6 27.7

▲37.0 ▲2.6% ▲2.6% -60.6
JCM及びその他の国際貢献 n.a.

日本政府事業 累計▲50～▲100

民間ベース事業 n.a.

GHG排出量

GHG吸収源

（百万トンCO2換算）

2013年度
（実績）

2005年度
（実績）

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/ondanka/kaisai/dai30/yakusoku_souan.pdf
http://www.mmechanisms.org/index.html
http://www.mmechanisms.org/index.html
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4. エネルギーミックス実現に向けた「エネルギー革新戦略」 

地球温暖化対策・施策の実施の後ろ盾となる「エネルギー革新戦略」は、2030 年度の削減目

標の根拠となる「長期エネルギー需給見通し」14におけるエネルギーミックスの実現と電力・ガ

ス市場のシステム改革を整合的に進めるエネルギー戦略である。エネルギー投資の拡大によっ

て、成長戦略の目標である 2020年ごろに名目 GDPを 600兆円 15にするシナリオの一翼を担う側

面もある。現在、総合資源エネルギー調査会（経済産業大臣の諮問機関）16が案を検討しており、

今春をめどに大臣決定され、地球温暖化対策計画に反映される。 

4-1 省エネ対策 

同戦略の検討課題の一つは、2030 年度に向けて石油危機後並みの大幅な省エネ（エネルギー

効率＝最終エネルギー消費量／実質 GDP）を達成することである。経済再生ケース 17を想定した

場合、2030年度の最終エネルギー消費量（原油換算）は 376 百万 kl（2013 年度比 4％増）に

増加するものの、エネルギー効率を 35％18改善することで 326 百万 kl（2013 年度比 10％減）

に節減し、同時に実質 GDPは 711兆円（同 34％増）に拡大するシナリオを描いている（図表３）。 

図表３ 2030年度の電力の需給構造 

 
（出所）経済産業省「長期エネルギー需給見通し」平成 27年 7月から大和総研作成 

排出量が最大の産業部門については、これまで製造業（鉄鋼、化学、窯業土石、紙・パルプ）

に適応されて効果を上げてきた、省エネトップランナー（ベンチマーク）制度を 2015度中に流

通・サービス業（貸しビル、ショッピングセンター、スーパー、百貨店、コンビニ、ホテル等）

                                 
14 経済産業省「長期エネルギー需給見通し」平成 27年 7月 16日 
15 安倍総理「内外記者会見」平成 27年 9月 29日 
16 資源エネルギー庁「基本政策分科会（第 19回）」 平成 27年 12月 21日 
17 内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（平成 27年 2月）。経済再生ケースで想定している 2013～22 年度

の実質経済成長年率の平均値 1.7％を 2024 年度以降にも適用すると想定した場合。 
18 基準年を 2012年とした場合（資源エネルギー庁「長期エネルギー需給見通し関連資料」平成 27年 7月）。 

9,666 9,808

2013年度（実績） 2030年度 2030年度 2030年度

経済成長
1.7%／年

徹底した省エネ
1,961億kWh程度

（対策前比▲17%程度）

電力

億kWh

石油２％程度 石油３％程度

石炭22％程度 石炭26％程度

LNG22%程度 LNG27%程度

原子力18～17%
程度

原子力22～20%
程度

再エネ19～20%
程度

再エネ22～24%
程度

省エネ17%程度

（総発電電力量）
12,780億kWh程度

（総発電電力量）
10,650億kWh程度

地熱1.0~1.1%程度
バイオマス
3.7～4.6%程度

風力1.7%程度

太陽光7.0%程度

水力8.8～9.2%程度

省エネ＋再エネ
で4割

（送配電ロス等）

電源構成電力需要

電力

億kWh

（省エネ対策後）

http://www.meti.go.jp/press/2015/07/20150716004/20150716004_2.pdf
http://www.meti.go.jp/press/2015/07/20150716004/20150716004_2.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/97_abe/statement/2015/0929naigai.html
http://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/019/
http://www5.cao.go.jp/keizai3/econome/h27chuuchouki2.pdf
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へ適用拡大し、3年以内に全産業のエネルギー消費の７割をカバーするとの方針が掲げられてい

る。また、中小企業に対しては、省エネ設備の導入を支援（補助）19することで国内設備投資を

喚起し、エネルギーコストの削減を競争力強化につなげるとしている。 

近年、GHG排出増が著しい家庭部門については、照明（蛍光灯、蛍光ランプ、LEDランプ）の

トップランナー基準を 2016年度以降に白熱灯まで拡充することによって、2030年までに高効率

照明をストックで 100％にすることを目指すことになる。また、住宅・建築物の省エネについて

は、2020 年までに新築住宅・建築物に建築物省エネ法に基づく省エネ基準への適合義務化を図

るとともに、新築住宅・ビルの過半数を ZEH（net Zero Energy House）化し、既築物件につい

ても省エネリノベーション（断熱改修や蓄電池設置等）を倍増することを目指すとしている。 

燃費改善等で GHG排出量が 2001年にピークアウトしている運輸部門については、更なる削減

に向けて、次世代自動車（ハイブリッド自動車、電気自動車、プラグイン・ハイブリッド自動

車、燃料電池自動車、クリーンディーゼル自動車）の普及促進と省エネ運転が容易になる自動

走行に向けた取り組み 20が中心となる。次世代自動車の新車販売台数に占める割合を 24.0％

（2014 年実績）から 50～70％（2030 年）に引き上げる目標 21を掲げており、初期需要の創出が

必要なハイブリッド自動車以外の次世代自動車については、補助金とエコカー減税やインフラ

整備補助金等で初期需要の創出を図るとしている。 

4-2 低炭素エネルギーの拡大 

エネルギー革新戦略の 2 つ目の課題は、低炭素エネルギー（再エネと原子力）の導入を拡大

することである。2030年度に見込まれる電力需要は、徹底した省エネにより 2013年度比 1.5％

増（9,808億 kWh）にとどまるが、電力供給（総発電電力量は 10,650億 kWh）に占める低炭素エ

ネルギーの割合は、2013年度比、再エネが 2.3倍、原子力 22が 25倍にそれぞれ拡大する。一方、

化石エネルギー（石炭、石油、LNG）の割合は 3割縮小する。 

再エネについては、「再生可能エネルギー固定価格買取制度」（FIT）の運用から 4年目を迎え、

制度の趣旨に沿った導入が進む一方で、増加する国民負担の抑制が課題の一つに挙げられてい

る。そこで、FIT関連の法令改正によって、事業用太陽光は入札方式を、また住宅用太陽光や風

力は予め価格低減スケジュールを設定する方式を選択する買取価格決定方式を新たに導入し、

コスト効率的な再エネの導入拡大と国民負担の抑制の両立を図るとしている。 

また、FIT認定量の約 9割が事業用太陽光に偏っている課題に対しては、電源間でのバランス

の取れた導入を促進するため、認定制度の見直しと未稼働案件への対応で事業用太陽光の抑制

を図る。一方、リードタイムの長い電源（地熱、中小水力、バイオマス）については、数年先

                                 
19 経済産業省資源エネルギー庁調達情報「平成 27年度補正予算「中小企業等の省エネ・生産性革命投資促進事

業費補助金」に係る補助事業者（執行団体）の公募について」平成 28年 1月 6日 
20 国土交通省自動走行ビジネス検討会「自動走行ビジネス検討会中間とりまとめ報告書」平成 27年 6月 24日 
21 経済産業省「自動車産業戦略 2014」平成 26年 11月 17日 
22 2013年度比で拡大させる計画だが、東日本大震災前 10年比では平均 27％（2,868億 kWh） を占めていた原

発依存度を 22～20％程度へ大きく低減させる計画である。 

http://www.enecho.meti.go.jp/appli/public_offer/1601/160106a/
http://www.enecho.meti.go.jp/appli/public_offer/1601/160106a/
http://www.mlit.go.jp/common/001093785.pdf
http://www.meti.go.jp/press/2014/11/20141117003/20141117003-A.pdf
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の認定案件の買取価格まで予め決定することや、通常 3～4年必要な環境アセスメント期間の半

減等の規制改革に取組み、導入拡大を図るとしている。 

電力システム改革を活かした再エネ拡大策としては、電力広域的運営推進機関が策定する「広

域系統整備計画」に基づき計画的に系統整備を進め、FIT電源の買取義務者を小売事業者から送

配電事業者に変更し、送配電事業者が揚水発電所の活用や広域融通等需給調整を直接行うこと

でより円滑な広域融通を進めることを目指すとしている。 

原子力については、電力価格の抑制効果や地域経済への波及効果は期待されるが、原子力規

制委員会が作成・運用している新規制基準に基づく再稼働基数の進捗や 40年運転制限制による

将来の設備容量不足の解決が政策課題となっている。 

原子力の再稼働については、2015年度は、川内原発 1・2号機が営業運転を再開し、2016年 2

月下旬に高浜原発 3 号機が営業運転に入る見込みである。政府は再稼働に至る既設炉の基数見

通しは示していないものの、新規制基準における適合性審査の変更許可や避難計画、地元理解

の進捗状況から、2017 年度までに 6～18基が再稼働に至るとする報告 23がある。 

2030 年度に想定される原子力の発電電力量（2,317～2,168億 kWh程度）を確保するには、30

～35基の設備容量が必要となるが、現存する全ての原子炉が40年で運転終了するとすれば、2030

年頃の設備容量は現在の約半分（約 20 基）、2040 年頃には 2 割程度（約 8 基）となる 24。安全

確保のための定期検査を考慮すれば、年間設備利用率 25の引き上げには限界があることから、

2030 年度に必要な発電電力量を確保するには、10～15 基程度の運転年数の 60 年延長適用ある

いは新規原子炉の建設が必要となる。なお、エネルギー革新戦略とは直接関係はないものの、

バックエンド（中間貯蔵、再処理、最終処分）事業の再構築や新興国に向けた国際展開といっ

た政策課題についても対応が必要とされるなど、課題は山積している。 

4-3 新しいエネルギーシステムの構築 

エネルギー革新戦略の 3つ目の課題は、エネルギー市場の活性化と CO2排出削減の両立を図る

ことである。2000年以降、電力小売は段階的に自由化されてきたが、2016年 4月からは最後に

残されていた契約電力 50kW 未満の約 8 兆円の小売市場（需要家は家庭、町工場、コンビニ等）

が開放され、すでに自由化されている小売市場（需要家は大～小規模工場、スーパー、中小ビ

ル等）の部分も含め約 18兆円の自由化市場が形成される。新たな参入者が加わることで、市場

の活性化と同時に、電力の効率化（排出係数の改善）を達成することが目標となる。 

市場活性化策としては、節電に経済インセンティブを付与するため、2017 年までに需要家の

                                 
23 一般財団法人日本エネルギー経済研究所「第 422回定例研究報告会 ＜報告 6＞『2016年の原子力発電の展

望と課題』」平成 27年 12月 18日 
24 資源エネルギー庁「長期エネルギー需給見通し 関連資料」、総合資源エネルギー調査会⻑期エネルギー需給

⾒通し⼩委員会（第１１回会合）資料 3、平成 27年 7月 

資源エネルギー庁経済産業省「長期エネルギー需給見通し」 
25 年間設備利用率は、実際の年間発電電力量をフルパワーで運転したと仮定される年間発電電力量で割った値。

日本の原子力発電所の平均設備利用率は、2010年までおおむね 80％程度（電気事業連合会）。 

http://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/011/pdf/011_07.pdf
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節電により創出した電力量（ネガワット）を発電所からの電力量（ポジワット）と同様に売買

できるネガワット取引市場を創設する計画である。2016 年度中に事業者（電力会社とネガワッ

トを集めるアグリゲーター）間の取引ルールや需要削減量等の制御精度を高めるための通信規

格を整備するとしている。 

実用時期は未定だが、より効率的なエネルギーシステムを目指して、バーチャルパワープラ

ントの技術実証も行われる。需要家側の創エネ（太陽光等）と蓄エネ（蓄電池等）と省エネ（デ

マンドレスポンス 26等）の情報（ビッグデータ）を IoT を活用して統合し、あたかも一つの発

電所のように機能させる技術の実証である。事業者には太陽光等の変動電源の出力予測の精緻

化や各種情報の大規模制御技術等の開発・実証・整備が求められる。 

CO2排出削減については、国内販売電力量の 99％超を占める電気事業 35 社の自主計画 27の達

成を後押しする環境整備に取組むことになる。同計画では、2030 年度に国全体の排出係数とし

て 0.37kg-CO2/kWh 程度を目指し、また火力発電所については経済的に利用可能な最良の技術

（BAT = Best Available Technology）を活用することで、最大約 1,100万 t-CO2の排出削減を見

込むとしている。 

発電段階で事業者に課す化石エネルギー対策としては、「エネルギーの使用の合理化等に関す

る法律」（省エネ法）による発電効率基準を設備単位と事業者単位の双方で設定し、排出係数の

大きい設備の新設を抑制する方向で審議 28している。発電効率として、石炭火力については USC

（超々臨界）並みの 42％、天然ガス火力についてはコンバインドサイクル並みの 50.5％、事業

者単位ではエネルギーミックス（電源構成）と整合的な 44.3％29する方向で検討されており、

自由化市場に向けて安価な石炭火力が相次いで建設される動きを抑制する効果が期待される。 

小売段階における低炭素エネルギー対策としては、「エネルギー供給構造高度化法」で、非化

石電源比率の目標値を設定する検討 30が始まっている。全小売事業者を対象に、2030 年度に非

化石電源を原則 44％31以上とし、上述の省エネ法による発電効率が達成できた場合に、結果と

して 2030 年時点での排出係数が 0.37kg-CO2/kWh相当とするルール整備である。 

この他には、水素を電気エネルギーのキャリアとして利活用する水素社会の実現を目指すと

している。既に、家庭用燃料電池（エネファーム）の利用拡大や燃料電池自動車（FCV）の市場

投入が始まっているが、本格普及に向けた低コスト化やインフラ整備を進め、長期的には、水

素を大量消費する水素発電や、海外水素の大規模輸入、再エネ由来の水素製造等にも取り組む

としている。 

                                 
26 電力需給において、需要者が供給状況に応じて消費パターンを変化させる取組みのこと。電気料金設定に応

じて需要を制御するタイプや、供給者の要請に応じて需要家が節電（ネガワット取引）するタイプがある。 
27 電気事業連合会、電源開発株式会社、日本原子力発電株式会社、特定規模電気事業者有志「『電気事業におけ

る低炭素社会実行計画』の策定について」2015年 7月 17日 
28 資源エネルギー庁総合資源エネルギー調査会「火力発電に係る判断基準ワーキンググループ」平成 27年 7月 
29 石油、石炭、天然ガスそれぞれの目標発電効率と電源構成（2030年度）における発電量比率を掛けあわせた

合計値。 
30 資源エネルギー庁総合資源エネルギー調査会「電力基本政策小委員会」平成 27年 10月 
31 電源構成（2030年度）における再エネ比率と原子力比率の和が 44％。 

https://www.fepc.or.jp/about_us/pr/sonota/__icsFiles/afieldfile/2015/07/17/20150717_CO2.pdf
https://www.fepc.or.jp/about_us/pr/sonota/__icsFiles/afieldfile/2015/07/17/20150717_CO2.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/gizi_8/19.html#karyoku
http://www.meti.go.jp/committee/gizi_8/21.html#kihonseisaku
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5. 2030 年以降を見据えた「エネルギー環境イノベーション戦略」の策定 

COP 決定 32では、2020年にすべての国に対して 2050年に向けた「長期温室効果ガス低排出発

展戦略」を提出することを求めている。この要請に対し、政府は地球温暖化対策計画への反映

も念頭に、2050年を見据えたイノベーションを実現する「エネルギー環境イノベーション戦略」

の策定を始めた。現在、内閣府の総合科学技術・イノベーション会議 33（旧 総合科学技術会議）

の下で議論が行われており、今春をめどに、地球温暖化対策推進本部に報告され、とりまとめ

られることになっている。 

GHG の抜本的削減を実現する有望な要素技術を特定し、そのインパクトや実用化、普及のため

の開発課題を整理することが実際の作業となる。評価軸は、既存技術の延長ではなく革新的で

あること、国内外で適用可能な分野と削減ポテンシャルが十分に大きい技術であること、日本

に優位性がある技術等であることとしている。 

図表４ 「エネルギー環境イノベーション戦略」の候補８分野と「環境エネルギー技術革新計画」

の 37分野との関係*1 

 

（出所）総合科学技術イノベーション会議、エネルギー・環境イノベーション戦略策定ワーキンググループ（第

2回）配布資料１「第２回 エネルギー・環境イノベーション戦略策定ＷＧ事務局説明資料 －温室効果ガスの抜

本的削減を実現する革新技術について」（平成 28年 1月 25日）から大和総研作成 

                                 
32 ここで言う COP決定とは、パリ協定の実効性を担保するために COP21で決定された事項のこと。一般に法的

拘束力（実施義務）はないが努力することが求められる。 
33 内閣府総合科学技術イノベーション会議「エネルギー・環境イノベーション戦略策定ワーキンググループ」

平成 27年 12月 

(次世代)太陽光発電
創エネルギー

蓄エネルギー

省エネルギー

CO2
固定化・原料化

システム
基盤技術

その他
(対象外)

(次世代)地熱発電

高効率石炭火力発電

高効率天然ガス発電

風力発電 原子力
発電(※) 海洋エネルギー

太陽熱
利用

バイオマ
ス利活用

高性能電力貯蔵
(次世代蓄電池)

水素(等)製造*2

水素(等)輸送・貯蔵*2

※中長期的な開発要素はあるが、
既に大規模に研究開発中

超電導送電*3

革新的製造（生産）
プロセス

次世代自動車(EV等)

次世代燃料電池自動車

環境調和型製鉄プロセス

高度道路交通システム

省エネ住宅・ビル

メタン等削減技術
エネルギーマネジメント

燃料電池

高効率航空機
高効率船舶
高効率鉄道

高効率エネルギー産業利用

高効率ヒートポンプ

蓄熱・断熱等技術

人工光合成
(→CCU) CCS

革新的デバイス
情報機器等

革新的デバイス
パワーエレクトロニクス

革新的構造材料

温暖化適応技術

地球観測・気候変動予測
植生による固定

革新的デバイス
テレワーク

*1 本ページに記載の各技術分野の名称は、環
境エネルギー技術革新計画に合わせている。
ただし、()内の記載は、今回の戦略で扱う
技術候補を想定し追記したもの。

*2 今回の戦略では、水素等製造、輸送・貯蔵
に利用も加え一括りとして、一つの技術分
野として扱う。

*3 今回の戦略では、送電に加え、輸送・産業
分野も含め、超電導として扱う。

短期的技術・既に実用化が進展等 削減ポテンシャルが
相対的に小さい技術

技術優
位性△中・長期的革新技術

①
②
③

④

⑤

⑧

⑦

⑥

http://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/juyoukadai/wg.html
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同会議は、これまでにも 2050 年に向けて、GHG 排出削減やエネルギー安全保障、環境と経済

の両立、開発途上国への貢献等のために「環境エネルギー技術革新計画」の作成（2008年）34と

改訂（2013 年）35を行ってきた。エネルギー環境イノベーション戦略の策定については、これ

をベースに修正を加えた 8 分野が中・長期的革新技術として候補に提案されている（図表４）。

今後は、評価軸を下に対象技術候補を評価し、集中すべき有望分野を特定し、研究開発を強化

していくことになる。 

 

6. 今後の課題 

以上が、パリ協定の採択後に始められた国内政策の策定概要である。環境（地球温暖化）政

策の目標達成にはエネルギー政策の裏付けが必要なことから、地球温暖化対策計画、エネルギ

ー革新戦略とエネルギー・環境イノベーション戦略の 3 つが一体となって議論される構図にな

っている。 

6-1 パリ協定の実効性は各国の意志次第 

パリ協定はすべての国が参加する公平な枠組みとされるが、実効性については各国がプレッ

ジ＆レビューに対してどれだけ真剣に向き合うかに大きく左右されることになる。グローバ

ル・ストックテイクを 2℃目標の排出パスに近づけるよう、各国はピアプレッシャーを掛けあう

と予想されるが、圧力の感じ方と国内対策への反映度は国によって異なるだろう。 

日本は京都議定書（第一約束期間）で課せられた厳しい削減目標を達成した国際実績もあり、

パリ協定においても自主目標達成のために削減を成し遂げる覚悟で臨むと考えられる。ただし、

京都議定書の目標達成のため、京都メカニズムクレジットの取得に高い代償 36を払った経験か

ら、パリ協定の履行は国益に沿う形で取り組む必要がある。 

地球温暖化対策推進本部は、パリ協定を踏まえた対策の取組方針として、イノベーションで

問題解決を図り、国内投資を促して国際競争力を高め、国民に広く知恵を求めることを明示 37し

ている。GHGの抜本的な排出削減には、日本が有する革新的技術で解決し、国内向けの省エネ対

策や再エネ投資で中国等の新興国に対する国際競争力を確保することと、自主的取組みを含め

てボトムアップされるアイデアの共有が、国益に沿う地球温暖化対策であると解釈できる。イ

ノベーションについては、同様の考え方を持つクリーン・エネルギー関連の研究開発強化に係

る国際イニシアティブ「ミッション・イノベーション」38にも参加し、先進各国や産業界との連

携を図るとしている。 

                                 
34 総合科学技術会議「環境エネルギー技術革新計画」平成 20年 5月 19日 
35 総合科学技術会議「環境エネルギー技術革新計画」平成 25年 9月 13日 
36 政府「京都メカニズムクレジット取得事業」や日本経済団体連合会「環境自主行動計画」によれば、官民が

京都メカニズムクレジットを累計約 3億 9,158万 t-CO2取得するために、約 6,668億円（大和総研試算）をチェ

コ、ウクライナ、ポーランド等に支払った。 
37 地球温暖化対策推進本部（第 32回）「パリ協定を踏まえた地球温暖化対策の取組方針について」平成 27年 12

月 22日 
38 Mission Innovationウェブサイト“ Mission Innovation”2016年 2月 5日閲覧 

http://www8.cao.go.jp/cstp/sonota/kankyoene/kankyoene.html
http://www8.cao.go.jp/cstp/sonota/kankyoene/kankyoene.html
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/ondanka/kaisai/dai32/paris_torikumi.pdf
http://mission-innovation.net/
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自主的取組みを重視する一方で、地球温暖化対策の主要 3施策（地球温暖化対策税、FIT、排

出量取引制度）のうち、国内排出量取引制度については、大量排出事業者の経済負担やこれに

伴う雇用への影響等を見極めた上で慎重に検討を行うとしている。他の 2 施策の地球温暖化対

策税が 2016年 4月から引き上げられることや、本国会で FITの法改正が見込まれることも導入

を慎重にさせる要因になっていると考えられる。総排出量が決定できるメリットを持つ排出量

取引制度は、より厳しい削減目標のプレッジが求められる 2035年度目標あるいはその先の目標

達成のための施策として改めて導入が検討されることになると考えられる。 

6-2 省エネと経済の両立に課題 

多くの電力需要者にとって、電力コストを現状よりも引き下げる政策（長期エネルギー需給

見通し策定の基本方針）下で、石油危機後並みの省エネを達成することには課題が多い。 

産業部門については、主要業種（鉄鋼、化学、セメント、紙・パルプ）のエネルギー効率が

すでに世界的に高水準 39にあることと、省エネの経済的インセンティブであるエネルギーコス

トの削減効果が限定される状況下では、省エネ投資は進まない可能性がある。また、省エネト

ップランナー制度の適用業種拡大で、一定の設備投資は期待できるものの、消費や輸出の需要

につながらなければ GDPが増加せず、エネルギー効率（最終エネルギー消費量／実質 GDP）は改

善されないことになる。省エネ投資を単なる経済負担に終わらせないためには、経済再生ケー

スで想定している 2％近傍の水準の経済成長が前提となる。 

経済再生ケースの進捗次第では、2030 年度に実現すべき省エネ目標を再考することも必要と

なろう。そもそもエネルギー需要は、産業構造がサービス業にシフトしていることや、省エネ

投資が一巡したこと等を背景に 2004 年度にピークアウトしている。エネルギー需要の 2004 年

度以降の年平均減少率（1.3％減）40を 2030 年度まで適用した場合、289 百万 kl（2013 年度比

20％減）となり、省エネで想定している 326百万 klを下回る。また、経済がベースラインケー

ス（2013～22 年度の実質経済成長年率の平均値 0.9％を 2024年度以降に適用）41で推移した場

合、2030 年度の実質 GDPは 612兆円（2013年度比 15％増）の水準となり、エネルギー効率（2012

～30 年度）は 33％改善されることなる。省エネ目標は、2030年度の削減目標が見直される 2020

年度に再考することになろうが、経済状況の応じた修正を迫られる可能性もある。 

6-3 パリ協定を外交戦略に利用したい 

JCM については、イノベーション（研究開発）の強化と優れた低炭素技術の普及による世界の

GHG 削減への国際貢献ツールに位置付けられている。中・長期的革新技術の案件形成はまだ先だ

が、短期的には高効率石炭火力発電（USC）が JCMを活用して技術移転・インフラ輸出される見

                                 
39 公益財団法人地球環境産業技術研究機構（RITE）「火力発電所の発電効率国際比較：2011年時点まで」2014

年 8月 19日。RITE「2010 年時点のエネルギー原単位の推計（鉄鋼部門-転炉鋼）」平成 24 年 9 月 25 日。 
40 資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」の各年度のエネルギー需給実績。 
41 内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（平成 27年 2月）。ベースラインケースとは、経済が足元の潜在成

長率並みで将来にわたって推移する場合。 

http://www.rite.or.jp/Japanese/labo/sysken/about-global-warming/download-data/Comparison_EnergyEfficiency2011electricpower.pdf
http://www.rite.or.jp/Japanese/labo/sysken/about-global-warming/download-data/Comparison_EnergyEfficiency2010steel.pdf
http://www.enecho.meti.go.jp/statistics/total_energy/results.html#headline1
http://www5.cao.go.jp/keizai2/keizai-syakai/shisan.html
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通しである。米国や欧州の一部の国では、新設火力発電に対する公的金融機関の資金支援終了

を促す動きが見られるものの、日本は韓国や豪州と同様、OECD公的輸出信用アレンジメント（ガ

イドライン）42に準拠した形で取り組むことになる。世界全体の排出削減につながることを見込

んでの戦略だが、高い技術を有する中国等の新興プレーヤーの市場参入が見込まれることや、

石炭代替資源（例えばシェールガス）を有しない日本独自のエネルギー政策等が背景にある。 

パリ協定は、今後、国内の環境・エネルギー対策を実施していく上で大きな制約条件となる

ものの、同時に、日本の地球温暖化外交戦略に大きな可能性を与えものと考えることができる。

安倍総理が COP21 首脳会合において発表 43した「美しい星への行動 2.0（ACE2.0）」の実施向け

て取り組むための枠組みとして活用できる可能性があるからである。国内対策のとりまとめを、

COP21 以来、G7 首脳の初顔合わせとなる伊勢志摩サミット（2016年 5 月）に間に合わせること

で、国際社会を主導する動きにつながることに期待する。 

 

                                 
42 株式会社国際協力銀行「OECD公的輸出信用アレンジメント 改訂の概要」2016年 2月 1日 
43 外務省「COP21首脳会合における安倍総理大臣スピーチ」平成 27年 12月 1日 

https://www.jbic.go.jp/ja/finance/export/oecd
http://www.mofa.go.jp/mofaj/ic/ch/page24_000543.html
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